



















































　この Sachlegitimation と Prozessführungsbefugnis の各概念について
は、実体適格と訴訟追行権との混同を危惧し、わが国においても「当事者
（ 1 ）　兼子一『新修民事訴訟法体系［増訂版］』158─159頁（酒井書店、1965）。
（ 2 ）　三ケ月章『民事訴訟法［第 3 版］』228頁（弘文堂、1992）、伊藤眞『民事訴訟











































（ 7 ）　松本・前掲注（ 5 ）263─264頁参照。



































（ 8 ）　松本・前掲注（ 5 ）264頁。






























最三小判平 6 ・ 5 ・31民集48巻 4 号1065頁、最三小判平 7 ・ 3 ・ 7 民集49巻 3 号





































































（16）　以上につき、雉本・前掲注（ 6 ） 1 ─ 4 頁。















tion と Passivlegitimation をもっぱら「正当な原告・被告」の意で用いて










































































































































































































tion は明らかに Processführungsrecht と同義に用いられている。これら














（35）　加藤正治「判批」法協43巻 4 号680頁（1925）〔同『民事訴訟法判例批評集  第
二巻』 8 頁以下（1927、有斐閣）所収〕、同『民事訴訟法要論』115頁（有斐閣、
1946）、薄根正男「民事訴訟に於ける当事者適格（一）（Die Sachlegitimation）」法
論 8 巻11号23頁以下（1929）。なお、中島弘道『日本民事訴訟法  第一編』221頁









































































































































































































































































































































































































































































































































（78）　Stein/ Jonas/ Jacoby, a. a. O. （Fn.  4 ）, vor § 50 Rn. 28; Grunsky/ Jacoby, Zivil-
prozessrecht, 16. Aufl., 2018, Rn. 253.
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帰属主体



















































































































































（88）　雉 本・ 前 掲 注（ 6 ）48頁 以 下、 山 田・ 前 掲 注（34）280頁、 加 藤・ 前 掲 注
（34）177頁、三ヶ尻＝岩本・前掲注（87）370頁、中村・前掲注（39）133頁（中村































































































































































































異なりわが国では民訴法115条 1 項 2 号があることで、判決効拡張は問題とされな
い点に留意が必要である。すなわち、法定訴訟担当として法律の規定により訴訟追
行権が認められるか、任意的訴訟担当として昭和45年最大判の示す要件を充足する







































する場合には法人を相手方とすべきとする最判昭44・ 7 ・10民集23巻 8 号
1423頁（以下、「昭和44年最判」とする。）について、訴訟追行権（当事者適
格）と判決効（の拡張）とを結びつけるものであるとし、これに疑問を呈
する見解
（103）
もみられる。（昭和44年最判の事案は、訴訟担当ないし“他人の権利
関係を訴訟上行使する場合”として議論されていないことから、本稿の検討対
象からは外れてしまうものの）当事者適格の判断要素は、訴訟追行権と判決
効（の範囲）で構成されるという立場は、昭和44年最判とも整合的なもの
ではないかと思われ
（104）
、この点でも私見の理解が意義を有すると考えられ
る。
（2018年11月脱稿）
＊ 本稿は、平成30年度科研費（若手研究（B）課題番号17K13654）の研究助
成による研究成果の一部である。
（103）　本間・前掲注（15）44頁。
（104）　ただし、昭和44年最判については、中本・前掲注（13）206頁以下において、
同判決がいう「対世的効力」とは、必ずしも既判力の拡張を意味するものではない
との立場を示した。
